	平成　　年　　月　　日
(宛先)


（依頼者）
住　　　　所
氏名又は名称
及び代表者名
㊞
災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備補助事業「地下埋設物等の入換工事」に係る推薦依頼書
　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記給油所の経営を継続し、地域における石油製品の安全かつ災害時等における効率的な安定供給体制の確保に資するため、災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備補助事業を利用して、地下埋設タンク・配管の入換等工事を実施したいと思います。
　同事業を利用するにあたっては、災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業業務方法書第５条第一項第２号イの規定により、自治体等からの推薦が必要となりますので、推薦下さいますようお願いいたします。
記
・給油所名：
・給油所住所：


	平成　　年　　月　　日
依頼のとおり、上記給油所の工事実施について推薦します。
(推薦者名)

自　治　体　名　：
所属・役職・氏名
㊞



※留意事項　：　本推薦とは別に、補助事業実施機関による審査があります。
市区町村の方へ
災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備補助事業の申請には、市区町村からの推薦書が必要となります。事業者から推薦書の発出を求められる市区町村の方からよく頂く質問を、Ｑ＆Ａ集として以下の通りまとめさせていただきました。推薦を頂く市区町村の方々が同事業を理解する一助となれば幸いです。今後も内容の充実を図って参ります。
Ｑ１　災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備補助事業とは、どのような事業か。
Ａ１　災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備補助事業は、地域における石油製品の安全かつ災害時等における安定供給を確保するため、ＳＳの地下タンク入れ換えを補助する事業です。

Ａ２　基本的に国の政策的意義にご理解いただいた上で推薦書を発出していただければと思いますが、必要がある場合には、①申請者が揮発油販売業を行っていることを証明するための品質確保法の登録通知書、又は直近の品質維持計画認定通知書の写し、②品質確保法の規定による業務の停止命令の有無を確認するための誓約書、等の提出や適切に石油販売事業を行っていることのヒアリングを事業者に求めて頂ければと思います。
Ｑ３　市区町村として、推薦を行うことにより、責任を負うのか。
Ａ３　市区町村の推薦書があることだけをもって、本事業を利用できる訳ではありません。経済産業省が定める補助金交付要綱等に基づいて、補助事業実施機関である一般社団法人全国石油協会が申請書類を適正に審査した上で、責任をもって交付決定を行います。
Ｑ４　推薦者はどのレベルの者が行うのか。
Ａ４　必ずしも、市区町村の首長からの推薦を求めているわけではありません。公印に限らず、本事業の趣旨に鑑み適正な部署の管理職等、然るべき役職の方の推薦を頂ければ結構です。
（問い合わせ先）
経済産業省 資源エネルギー庁 
資源・燃料部 石油流通課
電話番号：０３－３５０１－１３２０
＜参考＞
	災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業業務方法書(抜粋)
（補助対象要件）
第５条　次の各号に掲げる要件を満たしていなければ、補助金交付の対象とならない。

二　地下埋設物等の入換等事業については、次に掲げる要件

イ　申請給油所が属する地方自治体等の工事実施に係る推薦書等を提出すること。ただし、申請時において申請給油所が住民拠点ＳＳ、中核ＳＳ又は小口燃料配送拠点である給油所の場合及び緊急補修等工事は除く。


殿





Ｑ２　市区町村として、推薦書を発出するにあたり、審査基準はあるのか、又資料の提出を申請者に求める必要はあるのか。








